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研究成果の概要（和文）：新型コロナウイルス感染症拡大以前（2019年）に実施した調査（日本老年学的評価研
究(JAGES)）をベースに3年間の追跡調査を行った。高齢者において、新型コロナウイルス感染症流行前後で対
面・オンラインでの社会活動や交流がどのように変化したか、ネット利用やオンラインでの交流を阻害する要因
を検証し、さらにはオンラインでの交流がうつに及ぼす影響を明らかにした。特にビデオ通話でうつ症状軽減効
果の可能性があり(ビデオ通話の頻度増加群のリスク比: 0.89 [95%信頼区間0.79-1.01])、対面での交流が制限
される状況下でのオンラインでの交流の重要が示唆された。

研究成果の概要（英文）：I conducted a three-year follow-up study based on a survey conducted before 
the spread of COVID-19 in 2019 (the Japanese Gerontological Evaluation Study, JAGES). This study 
investigated how face-to-face and online social activities and interactions among older people 
changed before and after the COVID-19 pandemic. It also examined factors that inhibit internet usage
 and online interactions, and further clarified the impact of online interactions on depression. 
Specifically, there was a potential effect of video calls in reducing depression symptoms (risk 
ratio for the group with increased frequency of video calls: 0.89 [95% confidence interval 0.79-1.
01]), suggesting the importance of online interactions when face-to-face communication is 
restricted.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
新型コロナウイルス感染症のような感染症の流行にとどまらず、様々な事情により対面での交流が制限される状
況がある。そのような場合でもオンラインでの交流は可能であり、今回の研究ではうつ症状の緩和に有効な可能
性が示された。また、高齢者ではデジタルディバイドと呼ばれるICTをうまく活用できる者とそうでない者との
格差が課題となっており、その決定要因を明らかにし対策を練ることが重要である。本研究成果はオンラインで
の交流に代表されるICT活用を高齢者で拡大させるための学術的証左となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
  2020 年当初、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大に伴い、感染拡大予防のために
外出自粛が推奨され、「新しい生活様式」や、人との接触を減らすため３つの密（密閉空間、密
集場所、密接場面）」の回避が提言されていた。特に高齢者では基礎疾患の頻度も多く新型コロ
ナウイルス感染症による重症化率・死亡率が高いことから、その多くが長期的に外出自粛や行動
制限をしていたと考えられた。 
 外出自粛や行動制限に伴い社会活動の減少やコミュニケーション不足が生じ、心身への悪影
響が推定された。新型コロナウイルス感染症流行以前より、友人・家族との交流や社会参加がう
つの予防や症状の緩和に有効である可能性が多くの研究により報告されており（Aging Ment 
Health 2011; 15: 765-774, Am J Epidemiol 2015;182:168-76）、外出自粛が長期に及ぶにつれう
つなどの精神的影響がさらに顕在化してくることが予測された。同時に、外出や人との交流・社
会活動が認知症の予防に有効である可能性も多く報告されており（J Epidemiol Community 
Health. 2018;72:7-12、World Dementia Council. 2020）、新型コロナウイルス感染症流行に伴
う長期外出自粛が今後認知症発症のリスクを高める可能性が懸念される。 
 友人や家族と直接会う交流や社会参加に変わり、インターネットを利用したコミュニケーシ
ョン（オンラインコミュニケーション）が注目された。特に友人や家族とのビデオ通話や、オン
ライン通いの場（オンライン上での趣味や体操などの交流の場）により友人・家族との交流や社
会活動が維持できることが期待され、新型コロナウイルス感染症流行後新たにオンラインでの
交流を始めた高齢者も一定数存在すると推測される。しかしながら、新たにオンラインでの交流
を開始するには障壁も予想され、実際にオンラインコミュニケーションがどの程度普及したか、 
さらには友人・家族との直接会う交流や社会活動の代替手段として、うつ症状や、認知症発 
症予防に有効か評価する客観的データは現時点で存在しない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は次の課題を検証することである。 
新型コロナウイルス感染症流行に伴う長期外出自粛に伴い 
課題 1) 社会活動や人との交流はどの程度減少したか 
課題 2) オンラインでの交流はどの程度増加したか・開始を阻害する因子は何か 
課題 3) 社会活動や人との交流の減少はうつ症状を悪化・認知症発症を増加させるか 
課題 4） オンラインでの交流は社会活動や人との交流の代替手段としてうつ症状悪化を緩和 
するか・認知症発症予防に有効か 
 
 
３．研究の方法 
日本老年学的評価研究(JAGES)に参加した 65 歳以上の高齢者を対象とした調査・解析を行った。 
(1)2019 年、2020 年調査を用い、新型コロナ感染症流行前後で対面、オンラインでの社会活動や
人との交流はどの程度減少したか(課題１、２)、オンラインコミュニケーションが対面交流の代
替手段としてうつ症状悪化を緩和するかを検証した（課題３）。 
(2)2013, 2016, 2019 年度調査を用い、インターネット利用と健康・ウェルビーイングとの関連
を網羅的に評価した（課題 4）。 
(3)2019 年、2022 年調査を用い、インターネット利用やオンラインでの交流の開始を阻害する要
因を検証、現在論文投稿中である（課題２）。 
(4)オンラインでの交流が認知症発症予防に有効か（課題 4）を 2019 年、2022 年調査を用い検証
したが追跡期間が短く有意な結果が得られなかった。さらに 2013 年、2016 年、2022 年調査を用
い解析、論文投稿準備を進めている。 
 
 
 
４．研究成果 
(1) 2019 年、2020 年調査（課題１～３） 
2019 年から 2020 年にかけて、30.5%の高齢者で対面での交流は減少した（3205/10523）。一方で、
10.6% (1115/10523)で音声通話が増加し、7.8%(817/10523)でビデオ通話の利用が増加した。ま
た、対面交流のうつ症状軽減効果が示唆されると同時に（対面交流増加群のリスク比: 0.84 [95%
信頼区間 0.77, 0.91]）、オンラインコミュニケーションの中では特にビデオ通話でうつ症状軽
減効果の可能性が示唆された(ビデオ通話の頻度増加群のリスク比: 0.89 [95%信頼区間 0.79-
1.01])。一方で、音声通話ではそのような傾向は見られなかった（文献１）。 
 
 



 
 
 

 
図１対面交流・音声通話・ビデオ通話と抑うつとの関連 
 
 
 
(2) 2013, 2016, 2019 年度調査（課題４） 
課題４の予備調査として、インターネット利用と健康・ウェルビーイングとの関連を網羅的に評
価した。しかし、インターネット利用目的を区別することができなかったこと、追跡期間が短か
ったことからうつ症状や認知症との関連を確認することができなかった（文献２）。 

 



図２ インターネット利用と健康・ウェルビーイングとの関連 
 
(3)2019 年、2022 年調査（課題２） 
 インターネット利用やオンラインでの交流の開始を阻害する要因を検証した。阻害要因とし
て高齢、低学歴、低収入が、促進要因として社会参加、社会的サポートが抽出された（論文投稿
中）。 
 
（４）2013 年、2016 年、2022 年調査（課題４） 
課題４の検証のために 2019 年 2022 年調査を用い、インターネット利用、オンラインでの交流と
認知症との関連を検証したが、追跡期間が短く結果が得られなかった。そのため2016年から2022
年までの 6年間追跡調査を用い検証中である。 
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